
　

公益法人の区
分

国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数

支出負担行為担当官
熊本労働局総務部長
大立目勇治

朝日生命保険相互
会社

熊本市西区春日2-
10-1熊本地方合同庁
舎Ａ棟9階

東京都新宿区四谷1
－6－1

支出負担行為担当官
熊本労働局総務部長
大立目勇治

朝日生命保険相互
会社

熊本市西区春日2-
10-1熊本地方合同庁
舎Ａ棟9階

東京都新宿区四谷1
－6－1

支出負担行為担当官
熊本労働局総務部長
大立目勇治

JR九州ビルマネジメ
ント株式会社

熊本市西区春日2-
10-1熊本地方合同庁
舎Ａ棟9階

福岡市博多区吉塚
本町13－27

支出負担行為担当官
熊本労働局総務部長
大立目勇治

JR九州ビルマネジメ
ント株式会社

熊本市西区春日2-
10-1熊本地方合同庁
舎Ａ棟9階

福岡市博多区吉塚
本町13－27

支出負担行為担当官
熊本労働局総務部長
大立目勇治

株式会社NTT西日本
アセット・プランニン
グ

熊本市西区春日2-
10-1熊本地方合同庁
舎Ａ棟9階

福岡市博多区上川
端町13－8

建物賃借料（菊池
公共職業安定所） R8.4.1 9120001041782

前年度に引き続
き利用することか
ら契約の性質が
競争を許すもの
ではなく、会計法
第29条の3第4項
に該当

14,440,800 14,440,800 100.0%

建物賃借料（熊本
ヤングハローワー
ク）

R8.4.1 8290001020267

前年度に引き続
き利用することか
ら契約の性質が
競争を許すもの
ではなく、会計法
第29条の3第4項
に該当

15,226,416

建物賃借料（助成
金・雇用保険電子
申請センター）

R8.4.1 8290001020267

前年度に引き続
き利用することか
ら契約の性質が
競争を許すもの
ではなく、会計法
第29条の3第4項
に該当

36,815,724 36,815,724 100.0%

15,226,416 100.0%

建物賃借料（マ
ザーズハローワー
ク）

R8.4.1 2010005008201

前年度に引き続
き利用することか
ら契約の性質が
競争を許すもの
ではなく、会計法
第29条の3第4項
に該当

6,965,832

建物賃借料（一体
的実施施設） R8.4.1 2010005008201

前年度に引き続
き利用することか
ら契約の性質が
競争を許すもの
ではなく、会計法
第29条の3第4項
に該当

8,568,552 8,568,552 100.0%

6,965,832 100.0%

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称
及び数量

契約担当官等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率
再就職の役員

の数

随意契約による
こととした会計法
令の根拠条文及

び理由
（企画競争又は

公募）

公益法人の場合
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

法人番号

令和８年４月

様式４



公益法人の区
分

国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数

備考
物品役務等の名称

及び数量

契約担当官等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率
再就職の役員

の数

随意契約による
こととした会計法
令の根拠条文及

び理由
（企画競争又は

公募）

公益法人の場合
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

法人番号

支出負担行為担当官
熊本労働局総務部長
大立目勇治

株式会社NTT西日本
アセット・プランニン
グ

熊本市西区春日2-
10-1熊本地方合同庁
舎Ａ棟9階

福岡市博多区上川
端町13－8

支出負担行為担当官
熊本労働局総務部長
大立目勇治

宇城市

熊本市西区春日2-
10-1熊本地方合同庁
舎Ａ棟9階

宇城市松橋町大野
85

支出負担行為担当官
熊本労働局総務部長
大立目　勇治

公益社団法人熊本
県医師会

熊本市西区春日2-
10-1熊本地方合同庁
舎Ａ棟9階

熊本県熊本市中央
区花畑町1-13

支出負担行為担当官
熊本労働局総務部長
大立目　勇治

公益社団法人熊本
県シルバー人材セン
ター連合会

熊本市西区春日2-
10-1熊本地方合同庁
舎Ａ棟9階

熊本県熊本市中央
区南千反畑町3番7
号

支出負担行為担当官
熊本労働局総務部長
大立目　勇治

社会福祉法人慶信
会

熊本市西区春日2-
10-1熊本地方合同庁
舎Ａ棟9階

熊本県熊本市南区
城南町藤山1276番
地2

土地賃借料（宇城
公共職業安定所） R8.4.1 1000020432130

前年度に引き続
き利用することか
ら契約の性質が
競争を許すもの
ではなく、会計法
第29条の3第4項
に該当

2,189,000 2,189,000 100.0%

2,336,400 100.0%
駐車場使用料（菊
池公共職業安定所
駐車場）

R8.4.1 9120001041782

前年度に引き続
き利用することか
ら契約の性質が
競争を許すもの
ではなく、会計法
第29条の3第4項
に該当

2,336,400

都道府県所管 1

令和８年度高齢者
活躍人材確保育成
事業

R8.4.1 9330005008344

都道府県におい
て契約の相手方
が一に決められ
ており、会計法
29条の3第4項に
該当するため。

37,413,000 37,413,000 100.0% 公社 都道府県所管 1

令和８年度医療労
務管理支援事業 R8.4.1 6330005000023

都道府県におい
て契約の相手方
が一に決められ
ており、会計法
29条の3第4項に
該当するため。

18,559,189 18,517,056 99.8% 公社

令和８年度障害者
就業・生活支援セ
ンター事業委託契
約

R8.4.1 8330005005441

都道府県におい
て契約の相手方
が一に決められ
ており、会計法
29条の3第4項に
該当するため。

36,240,460 36,240,460 100.0%



公益法人の区
分

国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数

備考
物品役務等の名称

及び数量

契約担当官等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率
再就職の役員

の数

随意契約による
こととした会計法
令の根拠条文及

び理由
（企画競争又は

公募）

公益法人の場合
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

法人番号

支出負担行為担当官
熊本労働局総務部長
大立目　勇治

社会福祉法人東康
会

熊本市西区春日2-
10-1熊本地方合同庁
舎Ａ棟9階

熊本県宇城市三角
町波多2864番地103

支出負担行為担当官
熊本労働局総務部長
大立目　勇治

社会福祉法人菊愛
会

熊本市西区春日2-
10-1熊本地方合同庁
舎Ａ棟9階

熊本県菊池市亘字
道ノ上359番地2

支出負担行為担当官
熊本労働局総務部長
大立目　勇治

医療法人信和会

熊本市西区春日2-
10-1熊本地方合同庁
舎Ａ棟9階

福岡県大牟田市黄
金町1丁目178番地

支出負担行為担当官
熊本労働局総務部長
大立目　勇治

社会福祉法人弘仁
会

熊本市西区春日2-
10-1熊本地方合同庁
舎Ａ棟9階

熊本県天草市五和
町御領2395番地2

支出負担行為担当官
熊本労働局総務部長
大立目　勇治

社会福祉法人水俣
市社会福祉事業団

熊本市西区春日2-
10-1熊本地方合同庁
舎Ａ棟9階

熊本県水俣市浜松
町5番95号

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

16,105,591 100.0%

令和８年度障害者
就業・生活支援セ
ンター事業委託契
約

R8.4.1 9330005006513

都道府県におい
て契約の相手方
が一に決められ
ており、会計法
29条の3第4項に
該当するため。

16,105,591

令和８年度障害者
就業・生活支援セ
ンター事業委託契
約

R8.4.1 8330005005689

都道府県におい
て契約の相手方
が一に決められ
ており、会計法
29条の3第4項に
該当するため。

23,968,030 23,968,030 100.0%

令和８年度障害者
就業・生活支援セ
ンター事業委託契
約

R8.4.1 3290005012265

都道府県におい
て契約の相手方
が一に決められ
ており、会計法
29条の3第4項に
該当するため。

12,670,023 12,670,023 100.0%

令和８年度障害者
就業・生活支援セ
ンター事業委託契
約

R8.4.1 4330005002938

都道府県におい
て契約の相手方
が一に決められ
ており、会計法
29条の3第4項に
該当するため。

27,409,811 27,409,811 100.0%

令和８年度障害者
就業・生活支援セ
ンター事業委託契
約

R8.4.1 9330005006736

都道府県におい
て契約の相手方
が一に決められ
ており、会計法
29条の3第4項に
該当するため。

12,474,317 12,474,317 100.0%


